
新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、

在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成

する制度です。

※助成金の詳細につきましては、厚生労働省ＨＰ「産業雇用安定助成金ガイドブック」を

ご確認ください。

□ 雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀

なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）であること。

□ 雇用維持を図ることを目的とする助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くこと。

[その他要件]

□ 出向元と出向先が、親会社と子会社の関係にある出向や代表取締役が同一人物である企業間の出向など、

資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められない事業主間で行う出向の場合、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による雇用維持を目的とし、通常の配置転換の一環として行われる

出向と区分して行われ、令和３年８月１日以降に新たに開始した出向であれば一定の要件のもとで特例

として助成対象となり得ること。

□ 出向先で別の人を離職させるなど、玉突き出向を行っていないこと。 など

①新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の雇用

維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

②当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

1. 出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先負担額の合計） 12,000 円／日

2. 出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先

事業主が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要する措置を行った場合に

助成します。

※出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産指標要件が一定程度悪化した企業である場合、

出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる場合について、助成額の加算を行います。

出向元 出向先

助成額 各 10 万円／1 人当たり（定額）

加算額（※） 各 5 万円／1 人当たり（定額）

産業雇用安定助成金

助成金の対象となる「出向」

対象事業主

助成率・助成額
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高年齢者（６０歳以上６５歳未満）や障害者などの就職が特に困難な者を、ハローワーク

または民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事

業主に対して助成するもので、これらの方の雇用機会の増大および雇用の安定を図ることを

目的としています。

下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の条件により雇い入れた場合に受給することが

できます。

１． ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

２． 職業紹介を受けた日に雇用保険の被保険者でない者など失業の状態にあるものを雇い入れる場

合(重度障害者、４５歳以上の障害者、精神障害者を週の所定労働時間が 30 時間以上で雇い入れ

た場合を除く)

３． 雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、継続して雇用することが雇入れ時点で確実であるこ

とが雇用契約書等の書面からも認められること

※対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して２年以上（重

度障害者等を短時間労働者以外として雇い入れる場合にあっては３年以上）であることをいいます。

４． 次のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。

（１） 対象労働者と当該対象労働者を雇入れ事業主との間で、ハローワークまたは民間の職業紹

介事業者等による紹介を受ける前から雇用の内定（予約）があった場合

（２） 対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、

次のいずれかに該当する場合

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、

委任の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合

②雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合

（３） 対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応

訓練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合

（４） 対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係に

あった事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させ

たことがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実

習等を行っていた事業主と、資本的・経済的・組織的関連性等からみて密接な関係にある事

業主が当該対象労働者を雇い入れる場合

（５） 対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等

以内の血族および姻族）である場合

（６） 対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条

件とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）

対象となる措置

事業所管轄のハローワーク・沖縄助成金センター
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（７）障害者総合支援法第４９条第１項もしくは第２項に基づく勧告、または、同法第５０条第１項

に基づく指定の取り消し、その指定の全部もしくは一部の効力の停止を受け、支給申請日までにそ

の是正がなされていない場合

１．対象労働者の雇入れに係る日から起算した下表の「助成対象期間」を６か月単位で区分した「支給

対象期」（第１期～第６期）ごとに、最大２～６回にわたって支給されます。

対象労働者

事業所規模(１７ページ参照)

助成対象期間／支給対象期ごとの支給限度額

大企業 中小企業

短

時

間

労

働

者

以

外

① 60 歳以上の者

母子家庭の母等

父子家庭の父

(児童扶養手当受給者に限る)

など

助成対象期間：１年

第１期２５万円

第２期２５万円

計５０万円

助成対象期間：１年

第１期３０万円

第２期３０万円

計６０万円

② ４５歳未満の身体・知的障害者

(重度を除く)

助成対象期間：１年

第１期２５万円

第２期２５万円

計５０万円

助成対象期間：２年

第１期３０万円

～

第４期３０万円

計１２０万円

③ 重度の身体・知的障害者

４５歳以上の身体・知的障害者

精神障害者

助成対象期間：１年６ヶ月

第１期３３万円

第２期３３万円

第３期３４万円

計１００万円

助成対象期間：３年

第１期４０万円

～

第６期４０万円

計２４０万円

短

時

間

労

働

者

④ 60 歳以上の者

母子家庭の母等

父子家庭の父

(児童扶養手当受給者に限る)

など

助成対象期間：１年

第１期１５万円

第２期１５万円

計３０万円

助成対象期間：１年

第１期２０万円

第２期２０万円

計４０万円

⑤ 身体・知的・精神障害者

助成対象期間：１年

第１期１５万円

第２期１５万円

計３０万円

助成対象期間：２年

第１期２０万円

～

第４期２０万円

計８０万円

※「短時間労働者」とは、一週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。

２．ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払っ

た賃金額を上限とします。

３．所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週当たりの賃金が

［最低賃金×３０時間］を下回っている場合は、支給額が減額される場合や支給がされない場合があ

ります。また、対象労働者が支給対象期の途中で離職した場合には本助成金は支給されません。

対象労働者及び支給額

事業所管轄のハローワーク・沖縄助成金センター

または違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出

があった場合

（７） 支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない

場合

５．支給対象期（下記「支給額」の１を参照）の途中で対象労働者が離職した場合は、当該支給対

象期について原則不支給となります。また、当該支給対象期に係る支給決定までの間に、当該対象

労働者を事業主都合により離職（解雇、勧奨退職、事業縮小や賃金大幅低下、事業所移転等による

正当理由自己都合離職等）させた場合も、当該支給対象期については不支給となります。

次の条件に該当する事業主です。

１．「雇用関係助成金に係る共通支給要件」（１６ページ参照）の要件を満たすこと。

２．上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況および支払い状況

等を明らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を

求められた場合にそれに応じること。

３．次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。

（１）対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間

（以下「基準期間」という）に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被

保険者を事業主都合によって解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合

（２）対象労働者の雇入れの日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の支

給決定の対象となった者を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対象期間中に事業主都

合によって解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合

（３）基準期間に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被保険者を、特定

受給資格者となる離職理由により、当該雇入れ日における雇用保険被保険者数の６％を超えて、か

つ４人以上離職させていた場合

※雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）または３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅低

下等による正当理由自己都合離職等）に該当する離職理由をいいます。

（４）対象労働者の雇入れ日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の支給

決定の対象となった者のうち、雇入れ日から起算して１年を経過する日（以下「確認日Ａ」という）

が基準期間内にある者が５人以上いる場合であって、それらの者が、確認日Ａの時点で離職してい

る割合が 25％を超えている場合

※ 就労継続支援Ａ型事業所で、平成２９年５月１日以降に対象労働者を雇い入れている場合のみ（以下(５)にお

いて同じ）。

（５）対象労働者の雇入れ日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の

支給決定の対象となった者のうち、助成対象期間の末日の翌日から起算して１年を経過する日（以

下「確認日Ｂ」という）が基準期間内にある者が５人以上いる場合であって、それらの者が、確認

日Ｂの時点で離職している割合が 25％を超えている場合

（６）高年齢者雇用安定法第１０条第２項または同法第 10 条の３第 2 項に基づく勧告を受け、支給

申請日までにその是正がなされていない場合

対象となる事業主
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（７）障害者総合支援法第４９条第１項もしくは第２項に基づく勧告、または、同法第５０条第１項

に基づく指定の取り消し、その指定の全部もしくは一部の効力の停止を受け、支給申請日までにそ

の是正がなされていない場合

１．対象労働者の雇入れに係る日から起算した下表の「助成対象期間」を６か月単位で区分した「支給

対象期」（第１期～第６期）ごとに、最大２～６回にわたって支給されます。

対象労働者

事業所規模(１７ページ参照)

助成対象期間／支給対象期ごとの支給限度額

大企業 中小企業

短

時

間

労

働

者

以

外

① 60 歳以上の者

母子家庭の母等

父子家庭の父

(児童扶養手当受給者に限る)

など

助成対象期間：１年

第１期２５万円

第２期２５万円

計５０万円

助成対象期間：１年

第１期３０万円

第２期３０万円

計６０万円

② ４５歳未満の身体・知的障害者

(重度を除く)

助成対象期間：１年

第１期２５万円

第２期２５万円

計５０万円

助成対象期間：２年

第１期３０万円

～

第４期３０万円

計１２０万円

③ 重度の身体・知的障害者

４５歳以上の身体・知的障害者

精神障害者

助成対象期間：１年６ヶ月

第１期３３万円

第２期３３万円

第３期３４万円

計１００万円

助成対象期間：３年

第１期４０万円

～

第６期４０万円

計２４０万円

短

時

間

労

働

者

④ 60 歳以上の者

母子家庭の母等

父子家庭の父

(児童扶養手当受給者に限る)

など

助成対象期間：１年

第１期１５万円

第２期１５万円

計３０万円

助成対象期間：１年

第１期２０万円

第２期２０万円

計４０万円

⑤ 身体・知的・精神障害者

助成対象期間：１年

第１期１５万円

第２期１５万円

計３０万円

助成対象期間：２年

第１期２０万円

～

第４期２０万円

計８０万円

※「短時間労働者」とは、一週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。

２．ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払っ

た賃金額を上限とします。

３．所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週当たりの賃金が

［最低賃金×３０時間］を下回っている場合は、支給額が減額される場合や支給がされない場合があ

ります。また、対象労働者が支給対象期の途中で離職した場合には本助成金は支給されません。

対象労働者及び支給額

事業所管轄のハローワーク・沖縄助成金センター
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６５歳以上の離職者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、１年

以上継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成するもので、高年齢者が

その経験等を活かして働き引き続き社会で活躍することへの支援を目的としています。

次の条件により雇い入れた場合に受給することができます。

１．ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

２．雇入日現在において満 65 歳以上の者であること

３．紹介を受けた日に、雇用保険被保険者でない者(失業等の状態にある者)

４．雇用保険の高年齢被保険者として雇い入れ、1 年以上雇用することが雇入れ時点で確実であること

が雇用契約書等の書面からも認められること

５．次のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。

（１） 対象労働者と当該対象労働者を雇入れ事業主との間で、ハローワークまたは民間の職業紹

介事業者等による紹介を受ける前から雇用の内定（予約）があった場合

（２） 対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、

次のいずれかに該当する場合

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、

委任の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合

②雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合

（３） 対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応

訓練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合

（４） 対象労働者の雇入れ日の前日から過去３年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係に

あった事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させ

たことがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実

習等を行っていた事業主と、資本的・経済的・組織的関連性等からみて密接な関係にある事

業主が当該対象労働者を雇い入れる場合

（５） 対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等

以内の血族および姻族）である場合

（６） 対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条

件とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益

または違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出

があった場合

（７） 支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない

場合

特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース）

対象となる措置

事業所管轄のハローワーク・沖縄助成金センター

求 人 申 込

紹 介 を 受 け る

面 接

採 否 の 報 告 を す る

雇 入 れ

申 請 の 案 内 文 等 を 受 取 る

申 請

支 給 ・ 不 支 給 の 通 知 書 を 受 け る

第
２

期
(６

ヶ
月

)

２
ヶ

月

申
請

期
間

申
請

期
間

２
ヶ

月

助
成

金
セ

ン
タ

ー

へ
連

絡

求
人

申
込

か
ら

受
給

ま
で

の
流

れ

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等

求
人

窓
口

へ

申
し

込
み

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等

紹
介

窓
口

へ

報
告

助
成

金
セ

ン
タ

ー
よ

り
申

請
の

案
内

文
に

「
支

給
申

請
書

類
」

を
添

付
し

て
送

付

助
成

金
セ

ン
タ

ー

よ
り

送
付

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

ま
た

は

助
成

金
セ

ン
タ

ー
へ

申
請

書
類

を
提

出

第
１

期
(６

ヶ
月

)

※
支

給
申

請
直

前
ま

で
に

書
類

が
届

か
な

い
場

合
、

必
ず

、
紹

介
を

受
け

た
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
へ

お
問

い
合

わ
せ

く
だ

さ
い

。

※
雇

入
日

に
変

更
が

生
じ

た
場

合
は

必
ず

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
へ

連
絡

く
だ

さ
い

。

※
関

係
書

類
は

、
支

給

の
日

が
属

す
る

年
度

の

翌
年

の
初

日
か

ら
起

算

し
て

５
年

間
整

理
保

管

く
だ

さ
い

。


